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三田五丁目西地区の地権者の皆さま、 
 

2021 年 7 月 27 日 

再開発勉強会有志 

【かわら版第 12号】 

住友再開発の実態が見えて来た！  
 

再開発事業は問題だらけ 

当勉強会では首都圏各地の地権者団体との情報交換を続けてきた結果、 

再開発の実態は「ビル資産の大半を事業者が独り占めしようとする地上げ

事業」であることがわかって来ました。埼玉大学名誉教授の岩見良太郎氏が

以前に大都市圏で保留床を伴う再開発事業について行った調査では、再開

発後の資産の取り分比率は、どこも概ね「事業者８割」に対し「地権者は２

割」だったそうです。つまりひと言で言えば再開発ビルで大幅に増加する「床面

積」の大半は事業者が獲得し、地権者は等価交換分しか貰えないと言う構

図です。 

事業者は再開発で創出された増床分を得る 

地権者は土地を失い、                              （保留床８０％） 

等価相当分の再開発ビルの床しか貰えない 

 (権利床２０％) 

 
市街地再開発のイメージ図（出所：国土交通省ホームページ） 

（国交省のイメージ図では権利床:保留床が 50:50 で描かれているが、現実には概ね20:80 となる） 
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再開発は地権者が供出する土地があってこそ実現出来る事業です。もし地

権者の取り分が僅か２割だとわかれば、多くの地権者は同意をためらう筈です。 

そこで事業者は「森を見せずに木だけ見せる」戦略を取るのだそうです。 

再開発業者は「持ち出し無しで新築マンションに移り住めますよ」と言った地権

者が身近に興味を示す「木」の部分の話はしても、具体的な事業の全体像や

基本計画と言った「森」の部分には触れようとしません。「森」を見せれば当然

反発が予想されるため、彼らは「木」の部分ばかり見せることに集中するとのこと。 

 

もし再開発に懐疑的な地権者がいれば、彼らは「大丈夫です」、「努力します」

などと言って問題がないことをさかんに演出しようとします。しかしそれは主として

口頭での話であり、地権者が真に知りたいこと、とりわけ資産の扱いについて

それを書面で確認しようとはしません。（約束したくないからです） 

 

更に懐疑的な姿勢を続けていると、次に出て来るのが「ぜひ一度お話を...」の

キャッチフレーズで始まるお馴染みの「個別面談のお願い」です。 

しかし、知識と経験に劣る個人の地権者が丸腰で再開発のプロ相手に個別

面談を行えば、どのような結果となるかは推して知るべしです！ 

個別面談を否定はしませんが、面談の際には専門家等の同席が強く望まれま

す。そもそもなぜ事業者は全体集会を避け、敢えて個別面談に持ち込もうと

するのか？その理由を良く考えて頂ければ自ずと答えは出て来る筈です。 

 

「準備組合」制度は問題だらけ 

私たち地権者が注意しなければならないのは「準備組合」の仕組みです。 

「皆さまの準備組合」と言う言葉を決して信じてはいけません。 

「皆さまの準備組合」とは名ばかりで、その実態は「住友営業所」だと断言する

地権者も他地域には多数いるようです。そう言われてみれば、三田５丁目の

準備組合事務所も、出入りするのは住友不動産及び関係先の社員ばかり

ではないでしょうか？地権者の組織だとうっかり勘違いして準備組合へ相談に
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訪れても、対応するのが住友不動産側の社員だとなれば、たちまち再開発の

方向へ誘導されかねません。その様な準備組合にはくれぐれもご注意下さい！ 

 

三田５丁目の再開発計画を牛耳るのが住友不動産であることは、今や誰も

が知っています。しかし不思議なことに個別面談で渡される個表等も住友不

動産の社名は決して表には出てきません。代わりに「準備組合」なる「信用」

も「資金力」もない任意団体が窓口となり、地権者から「白紙委任状」とも言

える不平等な内容の「同意書」を取ろうというのですから、良く考えてみれば不

自然な話です。 

そこから見えて来るのは、「準備組合」と言う任意団体の隠れ蓑をかぶりながら、

その実、再開発事業の一切を住友不動産が裏で牛耳ろうとする姿です。 

よくもこんな仕組みを考えたものだと感心する地権者さえいます。 

 

先日の住民による 110 番通報でもおわかりのように、住友不動産は強引な

手法を用いることで知られる再開発業者です。もし彼らが直接手を下せば、

知名度の高い企業であるだけに世間から注目を集めかねません。 

しかし「準備組合」なる任意団体を窓口に据えておけば、ある程度手荒な手

法を用いても大丈夫だと言う彼らなりの計算があるのだと推測します。 

強引で執拗な住戸訪問と共に、手荒な手法の代表例が「同意書」です。 

これほど地権者にとり不平等な内容の同意書を、もし住友不動産が直接、知

識に疎い地権者から取付けようとしたならば世間で問題とされることでしょう。 

このように「準備組合」は住友不動産にとり、実に都合のよい仕組みなのです。

逆を言えば、地権者にとっては都合の悪い仕組みなのです。 

 

「個別面談」と「同意書への捺印」にはくれぐれもご注意下さい！ 

後日「こんな筈ではなかった」と後悔しないためにも... 

 

(世話役：佐々木光子 h7835575@yahoo.co.jp)   
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